
 

 

 

第１号被保険者の保険料段階について 

 

１ 練馬区の第３期保険料段階について 
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３ 国における第４期計画期間における介護保険料設定について 

           （表記は、国の通知文のまま） 

 (1) 保険料設定の基本的な考え方 

  今般の保険料見直しにおいては、税制改正（平成１６・１７年度）に伴う介護保険料の激変

緩和措置が平成２０年度で終了することを受け、第４期についても、保険者が同水準の保険料

軽減措置を講じることができるように、保険料負担段階第４段階で公的年金収入金額及び合計

所得金額の合計額が８０万円以下の被保険者について、保険者の判断でその基準額に乗じる保

険料率を軽減することができることとする。 

※ 税制改正で第５段階になった者を含む所得階層における保険料の軽減については現行制度

の多段階設定によって対応可能である。 

ただし、標準的な保険料の段階設定は従前と変わらず、市町村民税非課税層（保険料第１段

階～第３段階）に係る凹部分と本人課税層（保険料第５段階～）の凸部分の均衡が図られるよ

う、一定の推計の下に算定した保険料設定の図は次のようになる。 

 

(2) 保険者の保険料設定に対する考え方 

① 税制改正に伴う激変緩和措置の終了 

   平成１８年度から講じられてきた税制改正に伴う激変緩和措置については、平成２０年

度をもって終了する。 

   平成２１年度以降の対応については、当該激変緩和措置の終了により税制改正の影響を

受けた者の保険料が大幅に上昇する場合に、保険者がきめ細やかな配慮を行えるよう対応

しておく必要がある一方、既に当該税制改正から３年が経過しており、税制改正後に第１

号被保険者となった者等との均衡を図る必要がある。 

   これらを考慮して、第４期については、保険者の判断によって所得段階に応じて保険料

の軽減をさらに図ることができる仕組みとする。 

② 現行第４段階における収入等が一定額以下の者に対する負担軽減 

   現行の保険料第４段階（市町村民税世帯課税かつ市町村民税本人非課税者）に属する者

のうち、下記に示した要件の者について保険者の判断で保険料の軽減を行うことが可能と
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する。 

 

 

 

 

 

③ 保険料段階全体の調整 

   第３期より、保険者において、各保険料段階の保険料率の設定及び課税層の段階数を増

やすこと（多段階設定）を可能としているところである。 

   今般、激変緩和措置が終了することに伴い、税制改正により市町村民税課税者となった

被保険者が負担増となると考えられることから、例えば、合計所得金額１２５万円未満で

ひとつの段階を設ける、また、合計所得金額２００万円以上の被保険者についても状況に

応じて段階を設ける等、被保険者の負担能力に応じた、よりきめ細やかな段階数及び保険

料率を保険者において設定していただきたい。 

 

(3) 単独減免に対する考え方 

    保険料の単独減免については、従前から申しあげてきたとおり、 

      ○保険料の全額免除 

      ○収入のみに着目した一律減免 

      ○保険料減免分に対する一般財源の投入 

   については適当ではないため、第４期を迎えるに当たっても、引き続きこのいわゆる３原

則の遵守に関し、各保険者において適正に対応するよう努められたい。 

 

【保険料の軽減を受ける要件】 

・ 市町村民税世帯課税本人非課税 かつ 

・ （公的年金等収入金額＋合計所得金額）≦８０万円／年を満たす者 


